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第１章 序章 

 

１ はじめに 

  政府は「経済財政運営と改革の基本方針２０２４」において，我が国経済は，現

在，デフレから完全に脱却し，成長型の経済を実現させる千載一遇の歴史的チャン

スを迎えているとしています。 

  構成市町は，財政構造の硬直化が進んでいることから，既存事業の再点検を行い，

事務事業のスクラップや事業内容の見直しなど，行財政改革を推進するとともに，

新たな財源確保に努め，職員一丸となって取り組んでいく必要があるとしています。 

令和７年度の見通しでは地方税の増加が見込まれているものの，３０年振りの高

水準で増額した人件費や，公債費などの義務的経費の増加，光熱費や施設の維持管

理費を始めとする物件費の増加もあり，構成市町の財政状況がさらに厳しさを増す

中，ＤＸ・ＧＸの推進，人への投資，防災・減災の取組の強化など，限られた財源

で圏域住民が安全・安心に暮らせるような住民サービスの提供が求められています。 

  このような情勢の中で，大崎広域市町村圏計画は，令和元年度の改訂から５年が

経過し，終了年次に当たるため見直しを行います。見直しに当たっては，共同処理

事務における財政負担の軽減・平準化を行いながら，大型事業の変更や新規事業を

追加し，安全・安心な共同処理事務の実現を目指します。 

 

２ 計画の役割 

  本計画は，大崎地域広域行政事務組合規約に掲げる共同処理事務の具体的な事業

計画として，事業実施年度とその費用及び財源を明示しながら，構成市町における

将来の費用負担を明らかにし，効率的かつ効果的な事業実施と行政運営に資するこ

とを役割とします。 

 

３ 基本方針 

  構成市町が厳しい財政状況にある中，広域行政の現状と課題を踏まえ，共同処理

事務の実施について，総合的かつ一体的に推進するため，構成市町と協議し，今後

５年間に実施すべき事業と費用負担を明らかにします。 

 

４ 計画の構成及び計画期間 

  計画の構成は，基本計画，実施計画，財政計画の３部構成とします。計画期間は，

令和７年度を初年度とし，令和１１年度までの５年間とします。 
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５ 計画の背景 

 （１）市町村の自主的な協議による広域圏計画 

    ふるさと市町村圏推進要綱（平成１１年４月２１日自治振第５１号）が平成

２１年３月３１日をもって廃止され，大崎ふるさとづくり基金の存続について

は，関係する市町村の自主的な協議により継続又は見直しをすることとなり，

平成２３年度に共同処理事務等の年次計画として「大崎広域市町村圏計画」を

策定しました。原則，５年間を１期として更新し，社会情勢，経済情勢を踏ま

え，構成市町と十分な協議のもと，計画の見直しを進めていきます。 

 （２）計画見直しの経緯 

    令和元年度に計画を改訂し，それに基づき事業を実施してきたところですが，

圏域住民の日常生活圏の広域化や多様化，東日本大震災の検証を踏まえた安

全・安心の提供が求められ，これまでの計画を精査し，今後見込まれる新たな

事業を計画に反映させるため，令和６年度に大崎広域市町村圏計画の見直しを

行いました。 

 
 

６ 大崎圏域における地域課題 

 （１）少子高齢化・人口減少 

    宮城県が公表している宮城県推計人口によると，県全体をはじめ，大崎圏域

の人口も年々減少しており，この流れは今後も続くことが予想されます。構成

市町では少子高齢化や都市部への人口流出等，人口減少が喫緊の課題となって

います。これに伴い，地域コミュニティの在り方や次世代を担う若い世代と地

域とのつながりについても課題となっています。 

 （２）財政健全化 

    度重なる災害への対応に加え，扶助費や公債費といった義務的経費の増加や

物件費，補助費等の経費の増加，また，人口減少や少子高齢化による自主財源

の減少などにより，今後も厳しい財政状況が続くことが見込まれることから，

財政健全化が課題となっています。 

 （３）水害に強いまちづくり 

    令和４年７月に発生した記録的な大雨により大崎圏域でも洪水や河川の決

壊が発生し，甚大な被害をもたらしました。近年多発する水害への対策として，

避難受入れに係る市町連携や出水時の課題共有，緊急浚渫推進事業の活用等が

課題となっています。 

 （４）本組合における課題 

    本組合の課題としては，ごみ処理施設整備等に伴う公債費の増加や，今後計

画されている新斎場，新最終処分場，通信指令センター等の大規模整備事業，

また，生涯学習センターの施設老朽化に伴う維持補修費の増加による財政負担

の増加が課題となっています。 
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７ 大崎圏域の市町における重要な事業 

 （１）大崎市：人口減少対策，交流人口の増加，世界農業遺産の保全と活用 

 （２）色麻町：移住定住対策，企業誘致 

 （３）加美町：教育，子育て支援 

 （４）涌谷町：老朽化した施設の更新 

 （５）美里町：財政健全化，公共施設マネジメント，過疎地域の活性化， 

脱炭素の取組推進 

 

８ 構成市町が共同処理事務の実施に当たり本組合に求めること 

  本組合では施設の老朽化に伴う大規模整備事業が続いており，財政負担の増加に

つながっていますが，特定財源の確保や効率的な事業運営，経費節減等により市町

負担金の抑制が求められています。 

  本組合の主要な財源は市町負担金であることから，事業運営や予算編成に当たっ

ては，構成市町の財政状況に配慮し，十分な説明を行っていきます。 

  また，本計画に位置付けられている新最終処分場整備事業や通信指令センター整

備事業についても，今まで以上のコスト意識とともに，構成市町の財政状況に配慮

してまいります。 

 

９ 計画見直しに当たって 

  令和元年度（令和２年３月）に改訂した，大崎広域市町村圏計画における基本計

画に位置付けた事業について振り返ります。 

 （１）ごみ処理業務 

    西地区熱回収施設整備事業については，令和５年１０月に中央クリーンセン

ターが完成しました。この施設は，ごみ焼却時の熱エネルギーで発電した電力

により，自施設の電力を賄うだけでなく，隣接するリサイクルセンター・中央

桜ノ目衛生センターに電力を供給するとともに，余剰電力は電力会社に売電し，

市町負担金の軽減に努めています。 

    また，東部クリーンセンター基幹的設備改良整備事業は，令和５年度から工

事に着手し，令和８年度の竣工に向けて事業が進んでいます。 

    なお，旧西部玉造クリーンセンター解体工事は令和５年度から２か年工事で

取り組み，令和６年１２月に解体工事が完了したことから，跡地は売買契約を

締結し，令和７年３月に引き渡しが終了しています。 

 （２）最終処分場 

    焼却灰は大日向クリーンパーク，不燃残渣は一般廃棄物最終処分場にそれぞ

れ埋立てしています。令和５年度の残余容量算定業務の結果では，埋立終了時

期が，大日向クリーンパークは令和１２年６月，一般廃棄物最終処分場は令和

２５年４月とされています。このことから，焼却灰を埋め立てる新たな最終処

分場が必要なため，色麻町内に新最終処分場建設候補地を定め，事業実施に向

けて関係機関と協議に入っています。 
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 （３）し尿処理業務 

    老朽化している施設の整備について，令和９年度以降に整備を計画していた

六の国汚泥再生処理センター及び中央桜ノ目衛生センターの計画を白紙に戻

し，既存施設の延命化が図られるよう再度修繕計画を見直し，施設の適正な維

持管理に努めています。 

 （４）火葬場業務 

    新斎場整備事業については，令和３年度に建設用地，令和４年度に接続道路

用地を取得し，令和５年４月から工事に着手，令和８年４月の供用開始に向け

て事業を進めています。 

 （５）消防業務 

消防力の維持強化を図るため，施設及び消防車両等の耐用年数に応じ適切な

更新整備を進めることとしており，有利な財源である緊急防災・減災事業債を

はじめとした起債や補助金等を活用することで，可能な限り経費縮減を図り整

備を行っています。 

 （６）生涯学習業務 

    令和２年度に老朽化が進んでいた駐車場の外灯を一部更新し，令和６年度に

は舞台照明調光器盤更新及び高圧受変電設備の修繕を行い，利用者にとって安

全・安心な施設の運営と利便性の向上に努めています。 

 （７）児童発達支援センター業務 

    施設の耐久性の維持を図るため，令和３年度に園舎の屋根及び門塀の塗装修

繕，床下の防蟻処理等の修繕を実施しました。その後は軽微な修繕を行いなが

ら，施設の延命化を図っています。 

また，令和６年４月の改正児童福祉法施行に伴い，児童発達支援センターが

地域の障害児支援の中核拠点と位置付けられたことを踏まえ，地域の児童発達

支援事業所との連携や保育従事者を対象としたほなみ園の療育技術を広める

研修の実施等，地域全体の障害児支援の質の底上げを図っています。 

 （８）広域活動計画（大崎ふるさとづくり基金の果実活用事業） 

    構成市町からの要望により市町助成金の助成可能枠の増額を行っています。 

    また，令和４年度に大崎ふるさとづくり基金の一部を取り崩し，新たに新斎

場整備基金を設置しています。 
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第２章 基本計画 

 

１ 圏域の将来像 ～結び合って成長する大崎～ 

  「輝く大地ひろがる笑顔の大崎広域圏」 

    １市４町の持つ豊かな地域資源の輝く大地を活かし，将来に向けた可能性を

最大限に追求し，一人ひとりの笑顔が結び合うことによって，大崎広域圏とし

ての広がりが生まれ，地域に暮らす人々の安心と生きがいのある生活を快適に

育むことができるものと考えます。 

    輝く大地とひろがる笑顔の結び合いにより，心豊かな幸せを実感することの

できる社会として「大崎広域圏」が実現されていきます。 
 

２ 広域行政の現状・課題・方針と整備等 

 （１）組合全般 

  ア 共同処理施設の老朽化とその運営 

  （現状・課題・方針と整備等） 

  ■ 現 状 

    平成３１年４月に組合本庁舎，令和元年７月にはリサイクルセンターが供用

を開始しています。さらに，令和４年４月に中央クリーンセンター（までりん）

が一部供用を開始し，翌年１０月にはグランドオープンしています。 

    令和５年度以降は新斎場整備事業，東部クリーンセンター基幹的設備改良整

備事業及び鳴子消防署庁舎改修事業に着手しています。 

また，新最終処分場整備事業については建設候補地が決定し，令和９年度か

ら工事に着手する予定となっています。 

  ■ 課 題 

    数年後には一部のし尿処理施設及び消防指令センターにおいても耐用年数

を経過する見込みです。 

また，古川斎場，松山斎場，加美クリーンセンター等の解体を控えている施

設があります。 

    大規模施設整備や施設解体については，多大なる費用を要することから，実

施年度の調整や国・県からの補助金の確保，整備後の運営手法も課題となって

います。 

  ■ 方針と整備等 

    公共施設の整備に関する基本方針としては，施設の老朽化の進行や利用状況

を踏まえ，圏域住民との合意形成を図りながら，施設のその後について検討し

ていきます。存続する施設は，予防保全管理による施設の延命化や，事業運営

手法の見直しによりコストダウンを行い，統合・廃止する施設は，残りの供用

期間で過剰な設備投資とならないように，効率的な運営を行います。 

    また，施設の運営に当たり，限られた費用の中で安定的な圏域住民へのサー

ビス提供と効果的な整備を行うため，財政状況を踏まえた費用の平準化の中で

整備を行っていきます。 
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イ 市町負担金と財政 

  （現状・課題・方針と整備等） 

■ 現 状 

    市町負担金については，全体歳入予算の約７０％を占めており，構成市町か

ら総務費，民生費，衛生費，消防費，教育費の科目ごとの負担割合に応じて負

担金を決定しています。 

    近年では，大規模施設整備に伴い，財政規模が拡大傾向となっています。そ

のため，負担金の算定に当たっては，構成市町の財政状況を勘案しながら平準

化に努めるとともに，負担金の激変緩和のため，財政調整基金から繰入れを行

い，７０億円程度となるよう調整しています。 

    今後１０年間についても，老朽化に伴う衛生施設の整備事業が続くことから，

負担金の調整及び起債借入れに伴う公債費の増加が避けられない状況となっ

ています。 

  ■ 課 題 

    構成市町の財政状況については，人口減少・少子高齢化等の影響により引き

続き厳しい状況となっています。 

    本組合においては，計画に位置付けている老朽化した施設整備の実施に当た

り，将来経費及び公債費の増加が発生します。 

    また，財政調整基金による負担金の激変緩和についても，基金残高が不足す

る場合は調整が不可能となります。 

  ■ 方針と整備等 

    今後の大規模施設整備に当たっては，施設の長寿命化を図り，目標耐用年数

まで施設を使用することにより，できる限り投資時期の平準化を図ります。財

政運営については，可能な限り補助金及び特定財源の確保を最優先にし，負担

金の上昇を抑えるとともに，より効率的かつ効果的な事業運営を図ります。 

    また，財政調整基金の残高が不足する見込みとなることから，今後の負担金

の推移を示しながら，年度ごとの市町負担金及び財政調整基金の保有高につい

て構成市町と協議していきます。 

 

 （２）各共同処理事務 

  ア ごみ処理業務 

  （現状・課題・方針と整備等） 

  ■ 現 状 

ごみ処理施設については，令和元年７月から供用を開始しているリサイクル

センター，令和４年４月から供用を開始している中央クリーンセンター（まで

りん），基幹的設備改良整備事業を進めている東部クリーンセンターの３施設

が稼働しています。 

    その他，令和４年度に廃止した，旧西部玉造クリーンセンターについては，

令和６年度で解体工事が終了し，同時期に廃止した旧西部加美クリーンセンタ

ーについても，今後解体する必要があります。 
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■ 課 題 

ごみ処理施設の解体には多大な費用を要しますが，補助金等の特定財源も見

込めないことから，今後必要となる旧西部加美クリーンセンターの解体が課題

となっています。 

■ 方針と整備等 

東部クリーンセンターは令和５年度から，４か年の計画で基幹的設備改良整

備事業を行っています。その中で，炉の形式を准連続燃焼式（１６時間焼却）

から全連続燃焼式（２４時間焼却）に変更することで，温度変化による炉の負

担軽減を図ります。 

また，昇温に係る重油の使用量を減らすことで，施設の二酸化炭素排出量削減

を図り，循環型社会形成推進交付金よりも補助率の高い二酸化炭素排出抑制対策

事業費等補助金を活用しています。さらに，出口側の計量棟を増設することで，

ごみ搬入に係る計量を効率化し，渋滞の緩和等，利便性の向上を図ります。 

運転管理については，中央クリーンセンター（までりん）は２０年間の運転

管理業務委託を継続していきますが，リサイクルセンター及び東部クリーンセ

ンターは今後も直営での運転管理を行っていきます。 

  

イ 最終処分場 

  （現状・課題・方針と整備等） 

  ■ 現 状 

    最終処分場は５施設あり，現在２施設が稼働，３施設は埋立完了となってい

ます。焼却灰は大日向クリーンパーク，不燃残渣は一般廃棄物最終処分場へ埋

立てを行っています。令和１２年度中に大日向クリーンパークが埋立完了予定

となっていることから，新たな最終処分場の整備が必要であり，令和４年度に

策定した「大崎地域広域行政事務組合新最終処分場基本構想」において，新最

終処分場の計画埋立容量や構造形式等の基本条件を整理しました。 

    令和４年度から令和５年度にかけて構成市町から推薦された候補地に対し

適地選定を行い，令和６年第１回組合会にて，色麻町の候補地に決定しました。 

    また，埋立てが完了している西部環境美化センター，中央最終処理センター

及び東部一ノ谷クリーンパークは，浸出水の処理を継続しています。 

    全ての処分場において，施設の管理運営や処理の状況を定期的に地元住民へ

報告しています。 

  ■ 課 題 

    最終処分場は，計画埋立容量が限られていることから，埋立量の削減を行い

延命する必要があります。そのためには，ごみ減量化の推進や資源化率向上等

の施策が十分に圏域住民へ伝わるよう，構成市町との連携が不可欠です。 

    新たな最終処分場の建設においては，建設に多大な時間を要することから，

早期に用地確保ができるように構成市町の協力を得ながら進めていきます。 

    また，埋立てを完了した３施設は焼却灰の埋立て施設であり，放射性物質汚

染対処特措法により特定一般廃棄物最終処分場に指定されていることから，明

確な廃止基準や跡地利用の指針が示されていないため，引き続き浸出水の処理

を行う必要があります。 
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  ■ 方針と整備等 

    既存施設周辺の地元住民への報告を定期的に行い，信頼関係を維持していき

ます。 

    大日向クリーンパークについては約５年後に埋立完了となる見込みである

ことから，令和１２年度の供用開始を目指し，住民説明会にて丁寧な説明を行

いながら新最終処分場の整備を進めていきます。 

    新最終処分場は，周辺環境への負荷の軽減を重視するため，基本構想におい

て被覆型を採用することとしています。 

    また，埋立てが完了している３施設については，明確な廃止基準や跡地利用

の指針が示されるまで，引き続き浸出水の処理を継続して行います。 

 

ウ し尿処理業務 

  （現状・課題・方針と整備等） 

  ■ 現 状 

    し尿処理業務については，六の国汚泥再生処理センター，中央桜ノ目衛生セ

ンター，中央師山衛生センター，東部汚泥再生処理センターの４施設が稼働し

ています。東部汚泥再生処理センター以外の施設は，竣工から２０年～３０年

が経過している状況でありますが，中央桜ノ目衛生センターについては平成 

２６年度に延命化工事を実施しています。維持管理については，令和４年度に

全ての施設において精密機能検査を実施し，予防保全を基本とした日常点検及

び整備を行っており，処理機能の低下が抑えられています。 

  ■ 課 題 

 老朽化が進んでいる現施設を今後も継続使用するに当たっては，経年劣化に

よる損傷個所の修繕のほか，将来的には処理量に見合った設備の変更が必要と

なることから，長寿命化総合計画を策定する必要があります。 

  ■ 方針と整備等 

中央桜ノ目衛生センターは，平成２６年度に延命化工事を実施していますが，

設備機器の状況等を見ながら再度の延命化工事を行う予定です。その際，中央

師山衛生センターとの統合を検討します。 

    六の国汚泥再生処理センターについては，老朽化が進んでいますが，保守点

検整備を行い，適切な時期に延命化工事を行う予定です。 

 

  エ 火葬場業務 

  （現状・課題・方針と整備等） 

  ■ 現 状 

    斎場については，加美斎場，玉造斎場，古川斎場，松山斎場，涌谷斎場の５

施設が稼働しています。平成２４年度に策定した斎場基本計画において，大崎

圏域を東部エリアと西部エリアに分け，東部エリアの３斎場（古川斎場，松山

斎場，涌谷斎場）と西部エリアの２斎場（加美斎場，玉造斎場）をそれぞれ統

合し，東西２施設とする計画ですが，涌谷斎場については，耐用年数があるこ

とから当面は継続使用することとしています。 
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    竣工から４０年以上が経過し，老朽化が著しい古川斎場，松山斎場を統合し

た新斎場の整備事業については，設計・建設・運営を一括で発注するＤＢＯ（デ

ザイン・ビルド・オペレート）方式で事業を進めています。令和５年３月に契

約を締結し，建物の設計を進めながら同年８月から土木工事に着手，令和６年

６月から建築工事に着手しています。 

    また，涌谷斎場については令和２年度に発煙対策工事，令和４年度に控室増

築工事を実施し，松山斎場廃止後の火葬件数増加にも対応できるよう改修しま

した。今後１５年程度の継続使用を目標に，定期的な点検・修繕を行いながら

施設を維持管理しています。 

  ■ 課 題 

    新斎場の供用開始に伴う古川斎場，松山斎場の廃止については，令和８年４

月の供用開始に向けて引き続き広報やウェブサイトを通して周知を行ってい

きます。 

    また，斎場の統廃合計画については，新斎場の供用開始及び古川斎場，松山

斎場の廃止に伴う施設稼働状況の変化や人口動態の変化に伴い見直す必要が

あります。 

  ■ 方針と整備等 

    新斎場整備については，令和８年４月の供用開始に向け整備を進めています。

供用開始後の維持管理・運営業務については，２０年間の運営業務委託契約を

締結していますが，物価変動による委託料の改定は契約約款に基づき随時行っ

ていきます。 

古川斎場，松山斎場の廃止については，広報やウェブサイトへの掲載のほか，

各斎場への掲示や，要請に応じて説明会等も行います。 

また，大崎広域圏内の斎場の在り方については，令和１１年度に大崎圏域全

体の斎場整備基本計画を策定することとしていましたが，圏域住民や組合議会

からの要望を受け，計画策定を１年前倒しの令和１０年度に実施することとし

ています。社会情勢や人口動態，施設の稼働状況等を勘案しながら，涌谷斎場

の存続を含め検討します。 

 

  オ 消防業務 

  （現状・課題・方針と整備等） 

■ 現 状 

消防職員については，定年延長による退職者や研修派遣者を考慮した実働職

員数の平準化を図るため，長期計画を作成し計画的に新規採用を行い，人材の

確保に努めています。 

消防施設整備については，令和元年度に鳴子消防署の敷地に総務省消防庁か

ら無償配備された車両を保管するための車庫を建設し，また，感染症対策とし

て仮眠室個室化等の庁舎改修を令和４年度に三本木出張所，令和６年度及び令

和７年度に鳴子消防署において実施するなど，各施設の適切な維持管理に努め

ています。消防車両・通信施設についても，「大崎広域市町村圏計画」及び「消

防施設整備等５ヶ年計画」に基づき，適正な維持管理に努めながら，適切な整

備・更新を実施し消防力の維持強化を図っています。 
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■ 課 題 

消防本部庁舎と併せて平成３１年４月に整備した通信指令センターについ

て，各種機器の部分更新により延命措置を図っていますが，整備後１０年が経

過する令和１１年度以降に全ての機器を更新する必要があります。また，消防

車両について，近年多種多様化する災害への対応及び時代の変遷を柔軟に捉え，

計画的に更新整備を行っていく必要があります。 

■ 方針と整備等 

 住民に対して安全・安心を提供するため消防力の維持・強化を図る必要があ

ることから，「大崎広域市町村圏計画」及び「消防施設整備等５ヶ年計画」に

基づき，施設及び消防車両の耐用年数に応じた適切な更新整備を進めてまいり

ます。更新整備に当たり，各種起債及び補助金等，可能な限り有利な財源を活

用して整備する計画であり，通信指令センターの将来的な事業費削減として共

同運用を検討し，最大限の経費縮減に努めます。 

 

  カ 生涯学習業務 

  （現状・課題・方針と整備等） 

  ■ 現 状 

    プラネタリウムの性能と特色を十分活用して，魅力ある投影を行い，学習の

質と集客力の向上を目指しています。大崎ふるさとづくり基金の果実を活用し

て実施している「プラネタリウム学習支援事業」は，構成市町の小学校にプラ

ネタリウム利用を促進する上で大きな効果が認められています。さらに，プラ

ネタリウム事業及び生涯学習推進事業におけるボランティア活動では，若い世

代の活躍が目覚ましく，次世代を担う人材の育成が進んでいます。 

一方で，平成１０年８月の開館から２６年が経過し，施設・設備の老朽化が

進んでおり，更新や修繕が必要な設備を多数抱えている現状です。そのような

中で，令和６年度に舞台照明調光器盤更新工事及び高圧受変電設備更新工事を

行いました。 

  ■ 課 題 

    ふれあい広場の地盤沈下は，これまで２度にわたる大規模な修繕のほか，そ

の都度必要な応急修繕を行ってきましたが，今後も快適な環境づくりや景観維

持，利用者の安全対策を継続して実施していく必要があります。 

    また，自動火災報知設備，非常用放送設備，エレベーター等については，開館当

初からの設備であることから，定期点検等を実施し，保全を図る必要があります。 

    多目的ホールの音響設備及び移動観覧席については，機器の劣化状態，重要

度，緊急性を踏まえ，予防保全として設備更新や改修を計画していましたが，

財政状況を考慮し，計画年次を先送りしている状況にあります。このほかにも，

多目的ホールのステージ機構や観覧席，天文観測機器等，劣化が進む設備の更

新を含めた大規模な改修などをいかに行っていくかが課題となっています。 

  ■ 方針と整備等 

    特定財源の確保，効率的な事業運営，経費削減を図りつつ，緊急性と重要度を

踏まえ，優先順位を明らかにしながら，利用者の安全・安心な施設利用を確保す

る上で必要な更新事業を計画的に実施していきます。開館３０年を目前に控え，
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将来的な施設の在り方を検討しながら，大規模改修計画の策定にも着手します。 

ふれあい広場の地盤沈下については，地盤沈下調査の結果を踏まえ，空洞に

よって陥没の発生が危惧される箇所の補修を行い，利用者の安全確保を最優先

に対策を講じていきます。 

 

  キ 児童発達支援センター業務 

  （現状・課題・方針と整備等） 

  ■ 現 状 

    令和６年４月の改正児童福祉法施行に伴い，児童発達支援センターの類型が

一元化され，「福祉型児童発達支援センター」から「児童発達支援センター」

となりました。児童発達支援，保育所等訪問支援，障害児相談支援の各事業を

担うとともに，児童発達支援センターが地域の障害児支援の中核拠点と位置付

けられたことを踏まえ，地域の児童発達支援事業所との連携や保育従事者を対

象としたほなみ園の療育技術を広める研修の実施等，地域全体の障害児支援の

質の底上げを図っています。 

    また，現園舎は築３０年以上経過し，老朽化が進んでいます。施設の耐久性

の維持を図るため，令和３年度に園舎の屋根及び門塀の塗装修繕，床下の防蟻

処理等の修繕を実施しました。その後は軽微な修繕を行いながら，施設の延命

化を図っています。 

  ■ 課 題 

    障害児の受入れについては，地域の保育所，幼稚園等においても受入れが進

んでおり，ほなみ園と併行して通園する児童も増えています。 

一方で，重度障害児の通園先の選択肢は限られており，保育所及び幼稚園の

障害児支援に対する後方支援として，保育所等訪問支援，障害児相談支援の充

実が求められます。 

児童発達支援においても，令和５年度から園児の障害特性に応じた運動機能

支援や視覚的支援を取り入れた療育を行っており，障害種別や程度等は個々に

よって異なるため，支援には基本的知識に加えて応用力が必要です。各事業に

従事する職員の確保と資質向上を図るため，新規の資格取得と現任の資格更新

のための研修受講を計画的に推進するとともに，他事業所への施設見学や外部

研修への参加を通して，専門的知識・技術の習得に努めていくことが必要とな

ります。 

  ■ 方針と整備等 

構成市町の障害者福祉計画では，今後３か年の障害児支援の利用人数を増加

傾向と見込んでおり，ほなみ園においても障害特性が多岐にわたり，個別的な

支援を必要とする児童が多く在籍しております。これらの現状と課題を踏まえ，

より細やかな家族支援と各事業の充実強化を図るため，職員の専門性の向上を

目的とした研修の実施や関係機関との連携を推進します。 

施設の老朽化対策については，経年による劣化等の状況に応じて，財政状況

に考慮しながら必要な修繕や設備を更新し，安全性の確保に努めていきます。 
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  ク 広域活動計画（大崎ふるさとづくり基金の果実活用事業） 

  （現状・課題・方針と整備等） 

  ■ 現 状 

    大崎ふるさとづくり基金の果実運用益を活用し，「みちのくの宝島大崎支援

事業」，「市町助成金事業」，「大崎ゆめっこパスポート事業」などを実施してい

ます。 

    平成３０年度から人材育成事業として「大崎圏域市町職員研修事業」を実施

し，職員の資質向上と住民サービス向上を目指しています。 

    また，「プラネタリウム学習支援事業」を実施し，学習投影を利用する学校

を支援しています。 

    新斎場整備事業への財源に充当するため，構成市町と協議を行い，令和４年

４月に基金の一部を取崩し，特定目的基金として新斎場整備基金に合計９億円

を積み立てました。 

  ■ 課 題 

    地方創生の新展開の時代となり，構成市町では様々な特色あるソフト事業を

展開していますが，これまでの事業の成果を検証し，構成市町の現状に則した

果実運用事業の見直しが課題となっています。 

  ■ 方針と整備等 

    本組合のソフト事業実施に当たっては，有価証券による基金運用等により基

金利子収入の増額を目指しながら，新たな事業展開も含め継続していきます。 

 

３ 効率的な共同処理事務の推進と今後の広域連携 

  全国的には，少子高齢化による人口減少，都市部への人口流出や核家族化，これ

らに関係した空き家の増加等が全国的な社会問題となっています。構成市町では定

住自立圏協定や地方創生によるまち・ひと・しごと創生に関する様々な取組も行わ

れ，今後も地方創生の新展開の時期に入っていきます。 

また，大崎圏域全体が世界農業遺産に認定されており，その保全と活用の面にお

いても広域連携の必要性は高まっています。 

  本組合としては，共同処理事務の役割を踏まえながら，構成市町との連携を図り，

効果的で効率的な共同処理事務に努めていきます。 
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第３章 実施計画 

基本計画に位置付けた課題及び方針を踏まえ，各共同処理事務における施設整備及

び管理運営に係る５年間の事業について示すものです。 

 各事業における経費及び財源については，第４章の財政計画に準拠し，各年度の必

要経費の積上げを行っています。 

 

１ ごみ処理業務 

 （１）ごみ処理業務 

    東部クリーンセンターは，老朽化が進んでいることから，令和５年度から４

か年の計画で基幹的設備改良整備事業を実施しています。その中で，全連続化

による焼却炉への負担軽減や，重油使用量を減らすことによる二酸化炭素排出

量の削減，さらには，出口側計量棟を増設することで渋滞の緩和を目指します。 

 （２）最終処分場 

    西部環境美化センター，中央最終処理センター及び東部一ノ谷クリーンパー

クへの焼却灰埋立ては終了していますが，埋立物の安定化促進を図るため，水

処理施設の管理運営を継続していきます。 

    新最終処分場整備事業については，令和５年度に建設候補地が決定し，令和

６年度及び令和７年度で候補地の地質調査，測量業務，基本計画及び基本設計

を行います。また，用地取得を令和７年度，実施設計を令和８年度に行った後，

令和９年度からの建設工事着手を目指します。 

                                 単位：千円 

事業名 
   年度 

財源内訳 
Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ 

農林業系廃

棄物処理事

業 

事 業 費 95,793 98,137    

国県支出金 47,896 49,068    

地 方 債      

そ の 他      

一般財源  47,897 49,069    

東部クリー

ンセンター

基幹的設備

改良整備事

業 

事 業 費 2,119,047 1,550,190    

国県支出金 743,072 381,226    

地 方 債 1,137,200 927,800    

そ の 他      

一 般 財 源 238,775 241,164    

中央クリー

ンセンター

管理運営事

業 

事 業 費 947,459 965,064 965,064 1,006,769 1,006,769 

国県支出金      

地 方 債      

そ の 他 340,553 336,513 333,088 329,736 329,736 

一般財源  606,906 628,551 631,976 677,033 677,033 
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単位：千円  

事業名 
   年度 

財源内訳 
Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ 

東部クリー

ンセンター

管理運営事

業 

事 業 費 485,510 485,522 578,372 561,797 560,899 

国県支出金      

地 方 債      

そ の 他 78,862 77,784 75,657 73,594 73,594 

一 般 財 源 406,648 407,738 502,715 488,203 487,305 

リサイクル

センター管

理運営事業

あ 

事 業 費 133,477 148,569 156,476 137,208 155,960 

国県支出金      

地 方 債      

そ の 他 44,093 29,218 28,935 28,659 28,659 

一 般 財 源 89,384 119,351 127,541 108,549 127,301 

新最終処分

場整備事業

あ 

 

事 業 費 183,643 99,847 154,950 2,066,000 2,944,050 

国県支出金 17,412 33,282 40,200 535,999 763,800 

地 方 債  51,000 98,000 1,308,300 1,864,200 

そ の 他      

一般財源  166,232 15,565 16,750 221,701 316,050 

西部環境美

化センター

管理運営事

業 

事 業 費 23,697 24,731 24,967 25,531 25,100 

国県支出金 99 99 99 99 99 

地 方 債      

そ の 他 42 35 35 35 35 

一 般 財 源 23,556 24,597 24,833 25,397 24,966 

中央最終処

理センター

管理運営事

業 

事 業 費 44,757 48,092 47,824 45,902 46,771 

国県支出金 238 238 238 238 238 

地 方 債      

そ の 他 6 5 5 5 5 

一 般 財 源 44,513 47,849 47,581 45,659 46,528 

大日向クリ

ーンパーク

管理運営事

業 

事 業 費 99,634 115,157 121,017 128,396 127,990 

国県支出金 158 158 158 158 158 

地 方 債      

そ の 他 308     

一 般 財 源 99,168 114,999 120,859 128,238 127,832 

東部一ノ谷

クリーンパ

ーク管理運

営事業アい

う 

事 業 費 32,363 26,659 38,649 42,843 28,202 

国県支出金 264 291 291 291 291 

地 方 債      

そ の 他      

一 般 財 源 32,099 26,368 38,358 42,552 27,911 
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単位：千円  

事業名 
   年度 

財源内訳 
Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ 

一般廃棄物

最終処分場

管理運営事

業 

事 業 費 36,671 38,376 39,395 36,666 36,433 

国県支出金      

地 方 債      

そ の 他  1 1 1 1 

一 般 財 源 36,671 38,375 39,394 36,665 36,432 

 

２ し尿処理業務 

中央桜ノ目衛生センターは，平成２６年度に基幹的設備改良工事を完了し，延命

化を図っています。当面は現施設で管理運営し，令和１５年度の整備を目標に，中

央師山衛生センターとの統合を含めた再度の基幹的設備改良工事を検討します。 

また，六の国汚泥再生処理センターについては，老朽化が進んではいますが，財

政状況も考慮し，適切な保全整備を行いながら，現施設での管理運営を行っていく

予定です。 
 

                                単位：千円  

事業名 
   年度 

財源内訳 
Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ 

桜ノ目衛生

センター整

備事業アい

う 

事 業 費     7,150 

国県支出金      

地 方 債      

そ の 他      

一 般 財 源     7,150 

六の国汚泥

再生処理セ

ンター管理

運営事業あ

いいう 

事 業 費 364,076 432,573 420,945 414,315 430,289 

国県支出金      

地 方 債      

そ の 他 11,718 11,547 11,393 11,204 11,204 

一 般 財 源 352,358 421,026 409,552 403,111 419,085 

中央桜ノ目

衛生センタ

ー管理運営

事業あいう

えお 

事 業 費 187,282 187,063 188,360 181,001 181,603 

国県支出金      

地 方 債      

そ の 他 20,473 20,277 20,232 20,196 20,196 

一 般 財 源 166,809 166,786 168,128 160,805 161,407 

中央師山衛

生センター

管理運営事

業 

事 業 費 121,930 143,435 123,270 123,430 123,536 

国県支出金      

地 方 債      

そ の 他 4,043 3,854 3,692 3,537 3,537 

一 般 財 源 117,887 139,581 119,578 119,893 119,999 
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単位：千円  

事業名 
   年度 

財源内訳 
Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ 

東部汚泥再

生処理セン

ター管理運

営事業 い

うえ 

事 業 費 329,153 360,762 351,559 356,921 353,193 

国県支出金      

地 方 債      

そ の 他 15,550 15,210 14,933 14,663 14,663 

一 般 財 源 313,603 345,552 336,626 342,258 338,530 

ごみ処理施

設・し尿処

理施設地方

債元利償還

金 

事 業 費 177,521 209,197 277,971 288,456 354,043 

国県支出金      

地 方 債      

そ の 他      

一 般 財 源 177,521 209,197 277,971 288,456 354,043 

 

３ 火葬場業務 

  新斎場整備事業については，令和５年度から建設工事に着手しており，令和７年

度の竣工，令和８年度からの供用開始を目指しています。その後，新斎場の供用開

始に伴い廃止となる，古川斎場及び松山斎場の解体を行う予定です。 

  また，令和１０年度に大崎圏域全体の斎場の在り方について，斎場整備基本計画

を策定することとしています。 

                                単位：千円 

事業名 
   年度 

財源内訳 
Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ 

新斎場整備

事業おおお

おお 

事 業 費 2,823,148  575 3,260  

国県支出金      

地 方 債 2,044,200     

そ の 他 701,277     

一 般 財 源 77,671  575 3,260  

加美斎場管

理運営事業

おお 

事 業 費 44,894 75,846 51,592 48,477 37,503 

国県支出金      

地 方 債      

そ の 他 16,443 13,578 13,578 13,578 13,578 

一 般 財 源 28,451 62,268 38,014 34,899 23,925 

玉造斎場管

理運営事業

おお 

事 業 費 19,373 14,426 17,528 16,154 19,271 

国県支出金      

地 方 債      

そ の 他 1,897 1,833 1,833 1,833 1,833 

一 般 財 源 17,476 12,593 15,695 14,321 17,438 
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単位：千円  

事業名 
   年度 

財源内訳 
Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ 

古川斎場管

理運営事業 
 

※新斎場管理

経費含む 

事 業 費 39,387 134,368 196,906 120,085 120,085 

国県支出金      

地 方 債      

そ の 他 19,838 25,138 25,138 25,138 25,138 

一 般 財 源 19,549 109,230 171,768 94,947 94,947 

松山斎場管

理運営事業

おお 

事 業 費 17,883 6,514 21,207   

国県支出金      

地 方 債      

そ の 他 6,265     

一 般 財 源 11,618 6,514 21,207   

涌谷斎場管

理運営事業

おお 

事 業 費 24,594 27,434 29,477 27,429 25,233 

国県支出金      

地 方 債      

そ の 他 8,607 11,755 11,755 11,755 11,755 

一 般 財 源 15,987 15,679 17,722 15,674 13,478 

斎場整備地

方債元利償

還金おおお

おお 

事 業 費 19,118 39,546 84,992 162,762 331,368 

国県支出金      

地 方 債      

そ の 他      

一 般 財 源 19,118 39,546 84,992 162,762 331,368 

 

４ 消防業務 

  消防施設整備については，令和６年度及び令和７年度に鳴子消防署の庁舎改修を

実施するほか，通信指令センター機器の中間更新を行う予定です。 

  また，消防車両の適切な整備・更新を行うとともに，通信指令センターの共同運

用を検討し，消防力の維持強化を図ります。 

                                 単位：千円 

事業名 
   年度 

財源内訳 
Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ 

常備消防管

理経費おお

おお 

事 業 費 249,376 259,662 260,219 259,135 260,232 

国県支出金      

地 方 債      

そ の 他 5,281 6,908 7,608 7,608 6,908 

一 般 財 源 244,095 252,754 252,611 251,527 253,324 
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単位：千円  

事業名 
   年度 

財源内訳 
Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ 

消 防 施 設

費・備品購入

費 

事 業 費 316,140 131,000 140,220 1,006,925 1,004,425 

国県支出金 6,400  36,122 22,231 8,989 

地 方 債 256,400 110,000 80,900 871,300 884,400 

そ の 他      

一 般 財 源 53,340 21,000 23,198 113,394 111,036 

消防施設整

備地方債元

利償還金お

おお 

事 業 費 218,930 163,213 194,124 197,872 153,840 

国県支出金      

地 方 債      

そ の 他      

一 般 財 源 218,930 163,213 194,124 197,872 153,840 

 

５ 生涯学習業務 

  大崎生涯学習センターの多目的ホールは，音響設備，移動観覧席等の更新及び修

繕が必要となっています。音響設備は，令和７年度から令和９年度まで段階的に整

備を行い，移動観覧席については，令和１０年度に移動観覧席制御盤内のリミット

スイッチ等の重要機器修繕を実施する予定です。 

                                 単位：千円 

事業名 
   年度 

財源内訳 
Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ 

生涯学習プ

ラネタリウ

ム事業おお

おお 

事 業 費 25,165 23,915 25,555 25,048 27,164 

国県支出金      

地 方 債      

そ の 他 3,460 3,456 3,456 3,456 3,456 

一 般 財 源 21,705 20,459 22,099 21,592 23,708 

生涯学習推

進事業おお

おお 

事 業 費 3,991 11,236 10,823 6,528 4,142 

国県支出金      

地 方 債      

そ の 他 5 5 5 5 5 

一 般 財 源 3,986 11,231 10,818 6,523 4,137 

視聴覚事業

おお 

事 業 費 4,335 4,610 4,610 4,649 5,076 

国県支出金      

地 方 債      

そ の 他 56 56 56 56 56 

一 般 財 源 4,279 4,554 4,554 4,593 5,020 
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単位：千円  

事業名 
   年度 

財源内訳 
Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ 

教育施設整

備地方債元

利償還金お

おお 

事 業 費 23,222 23,224    

国県支出金      

地 方 債      

そ の 他      

一 般 財 源 23,222 23,224    

 

６ 児童発達支援センター業務 

  児童福祉施設を取り巻く社会環境等の変化を踏まえ，構成市町福祉担当課と協議

しながら年次的に事業を推進していきます。 

  施設整備については，経年による劣化等の状況に応じて，財政状況を考慮しなが

ら必要な修繕や設備を更新し，整備内容を位置付けしていきます。 

                                 単位：千円 

事業名 
   年度 

財源内訳 
Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ 

ほなみ園運

営事業 

事 業 費 54,025 54,514 57,361 59,505 59,223 

国県支出金      

地 方 債      

そ の 他 54,025 54,514 57,361 59,505 59,223 

一 般 財 源      

 

７ 大崎ふるさとづくり基金の果実活用 

 （１）果実活用事業                       単位：千円 

事業名 
   年度 

財源内訳 
Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ 

ゆめっこパス

ポート・みち

のくの宝島・

市町助成金事

業等 

事 業 費 17,903 17,915 17,915 17,915 17,915 

国県支出金      

地 方 債      

そ の 他 17,903 17,915 17,915 17,915 17,915 

一 般 財 源      
 

 （２）事業内容  

事業名 事業内容 

みちのくの宝島大崎支援事業 大崎地域で活動している地域活動団体への事

業費助成（公益性，公共性のある事業）限度

額１００万円 

大崎ゆめっこパスポート事業 圏域の将来を担う人材育成として，子どもた

ちに体験学習の場を提供するため，社会教育

施設を無料で利用できる事業 
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市町助成金事業 構成市町の地域観光の活性化，地域の活性化，

広域的な人材活用・育成事業などへの助成 

大崎圏域市町職員研修事業 構成市町や組合職員が直面する行政課題への

対応を学び，広域的に研修を実施することで，

職員間交流を図りながら，職員の資質向上及

び地域の住民サービス向上につなげる 

プラネタリウム学習支援事業 大崎生涯学習センターのプラネタリウム学習

投影を利用する学校に対し，天体学習とバス

利用の支援を行う 

【新規】若手職員海外研修事業 大崎圏域の多文化共生社会の形成に貢献でき

るグローバル人材を育成するため，構成市町

及び組合の職員を対象に海外研修を行う 

 

 （３）これまで提案のあった果実活用案の一例 

事業名 事業内容 

移住定住推進事業 大崎圏域への移住者に対する助成や構成市町

の移住定住推進事業への支援 

圏域の魅力発信事業 大崎圏域の活性化を図るため，観光情報や移

住情報など圏域の魅力ある情報を圏域内外に

発信する 

青少年交流支援事業 大崎圏域の小中学生などの交流事業（合宿や

民泊，海外研修等） 

外国人観光客受入環境整備事業 外国人観光客増加に伴う観光分野などにおけ

る受入環境の整備（ソフト事業）についての

支援 

大会誘致事業 圏域を超えた大規模な大会を開催する場合に

助成する 

若手職員海外研修事業 大崎圏域の多文化共生社会の形成に貢献でき

るグローバル人材を育成するため，構成市町

及び組合の職員を対象に海外研修を行う 

 

 （４）今後の果実運用事業の展望について 

    今後も，構成市町から新たな果実運用事業の提案があった場合は，基金の運

用状況に留意しながら，事業の追加及び削除について，市町企画担当課長会議

等で協議，検討するなど，状況に応じた事業展開を行っていきます。 

 

 （５）大崎ふるさとづくり基金の取崩しについて 

    これまで，構成市町からの出資金１８億円と宮城県からの補助金２億円を合

わせた２０億円の運用により生じた収益を本組合のソフト事業に充当してい

ました。 
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しかし，財政計画において，衛生施設整備事業を中心に財政負担が見込まれ

ている状況にあります。平成２３年３月にふるさと市町村圏推進要綱が廃止さ

れたことに伴い，本組合と構成市町との協議により県補助金を除いた構成市町

出資分の基金取崩しが可能となったため，令和４年４月に基金９億円の取崩し

を行い，新斎場整備事業の財源に充当し，令和５年度から斎場建設工事に着手

しました。 

 

８ 施設管理運営と組織体制 

 （１）施設管理運営 

    施設整備と併せて施設の組織体制により，事業経費の算出が大きく左右され

ます。組合統合前からの施設が圏域内に点在していましたが，廃棄物処理施設

の統合や斎場の統合などにより，施設を集約し効率的な管理運営を目指します。 

    今後，整備計画に基づく施設更新や新施設ができるまでの現施設の延命化対

策等を踏まえて，効率的な施設管理運営に努めます。 

 

 （２）組織体制 

    実施計画に位置付けている新斎場整備事業は，ＤＢＯ（デザイン・ビルド・

オペレート）方式により契約し，施設建設のみならず，管理運営も委託する方

式を取っています。 

また，東部クリーンセンターの基幹的設備改良整備事業では，炉の形式を准

連続燃焼式（１６時間焼却）から全連続燃焼式（２４時間焼却）に変更するこ

とで，これまでの人員体制と今後の体制について見直しを行っています。 

今後も現状に則した定員管理計画の見直しを行い，効率的な組織機構の確立

と適正な人員配置を検討していきます。 

 

９ 新たな共同処理事務について 

構成市町では新たな共同処理事務について，令和６年７月に「大崎地域１市４町

共同事務化に向けた検討会議」を設置し，人口減少社会への対応として，スケール

メリットを念頭に，事務の効率化及び財政の歳出抑制を図るための検討を行うこと

とされました。 

構成市町からは学校教育，介護認定，上下水道等の意見が出ておりますが，その

他の分野についても要望があった場合は，導入に向けた調査研究を行っていきます。 
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第４章 財政計画 

 

１ 基本方針 

  「大崎広域市町村圏計画」の全面改訂に伴い，財政計画についても改訂を行います。 

  計画策定期間においては，衛生施設整備事業及び通信指令センター整備事業が実

施される見込みとなっていることから，事務事業の見直しと経費節減を図り，健全

な財政運営に留意しながら，市町村圏計画を着実に実行していく上で財政収支の見

通しを立てます。 

  また，本組合共同処理事業に係る財源の大宗をなす，市町負担金の，年次的財政

負担の見通しを明らかにし，構成市町との円滑な事務事業の調整に努めていきます。 

  

２ 前提条件等 

 （１）計画期間 

    計画策定期間は，令和７年度から令和１１年度までの５年間とします。 

 （２）前提条件 

    各年度の必要経費の積上げにより算出します。普通建設事業に係る事業費及

び財源については，実施計画との整合を図るものとします。 

 （３）計画の見直し 

    財政計画は，現在の財政需要の水準をベースに，実施計画の事業費を加味し

て見通しを立てたものであり，今後の社会経済情勢の変化や地方財政の動向に

よる影響及び実施計画の進行管理を踏まえ，必要に応じて見直しを行うものと

します。 

 

３ 推計方法  

  財政収支の推計方法は，各年度の必要経費の積上げとします。 

 【歳入】 

科   目 推   計   方   法 

分担金及び負担金 ・市町負担金：歳出合計から市町負担金以外の歳入合計を

差し引いた収支の財源補填分を見込む。 
 ※市町負担金には震災復興特別交付税及び普通交付税算

入額を含む。 
・その他負担金：障害児通所支援利用者負担金，高速道路

救急業務負担金を見込む。 

使用料及び賃借料 ・年度ごとの積上げによるもの。 

国庫支出金 ・実施計画額（普通建設事業費からの見込額） 
・実施計画額（緊急消防援助隊設備整備費補助金該当分） 
・経常的経費充当分（衛生費関係）は，年度毎の積上げに

よるもの。 
・農林業系廃棄物処理加速化事業費補助金該当分は，令和

７～８年度の焼却実施分を見込む。 
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県支出金 ・実施計画額（市町村振興総合補助金該当分） 

・経常的経費充当分（消防費関係）は，年度毎の積上げに

よるもの。 

財産収入 ・財政調整基金，ふるさとづくり基金，新斎場整備基金に

係る利子収入及び不用品物品売払収入を見込む。 

寄附金 ・年度ごとの積上げによるもの。 

繰入金 ・財政調整基金について，普通建設事業費のうち新最終処

分場整備事業及び通信指令センター整備事業に係る一般

財源補填分として繰入れする。また，市町負担金との調

整から，所要の調整を行い，繰入れを行うものとする。 
・新斎場整備基金について，新斎場整備事業の一般財源補

填分として繰入れする。 
繰越金 ・年度ごとの積上げによるもの。 

諸収入 ・熱回収施設売電収入：中央クリーンセンター（までりん）

の売電収入を見込む。 
・指定ごみ袋売払料：各種ごみ袋の売払料を見込む。 
・資源物売払料：資源ごみ，鉄くず等の売払料を見込む。 
・障害児通所給付費：ほなみ園に通所する園児に対する給

付金を見込む。 
・その他諸収入：年度ごとの積上げによるもの。 

組合債 ・実施計画額（普通建設事業費からの見込額） 

 

 【歳出】 

科   目 推   計   方   法 

人件費 ・職員人件費：定員管理計画に基づき，現行の給与水準を

前提に，計画年度の退職者数，採用予定者数を加味し推

計。また，人事院勧告を考慮した経費を見込む。 
・委員報酬等：年度ごとの積上げによるもの。 

物件費 ・年度ごとの必要経費の積上げとしているが，実施計画に

伴う増減見込分を考慮し見込んでいる。 

維持補修費 ・年度ごとの必要経費の積上げとしているが，実施計画に

伴う増減見込分を考慮し見込んでいる。 

補助費等 ・年度ごとの積上げによるもの。 

普通建設事業費 

（投資的経費） 

・実施計画額に基づき年度ごとの積上げを行う。 

公債費 ・令和５年度までの既発債に係る償還額に，令和６年度以

降の新規発行見込額を一定の条件で見込む。 
・後年度の発行見込額については，実施計画の事業費に対

応するものとし，全て事業毎に積上げを行うものとする。 

積立金 ・年度ごとの積上げによるもの。 

予備費 ・年度ごとの積上げによるもの。 
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４ 収支の見通し 

 （１）全体収支 

    各衛生施設及び消防施設の整備・更新等が継続的に予定されていることから，

令和８年度及び令和９年度を除き，１１０億円から１３０億円規模で推移する

見込みです。 
 

 （２）歳入 

  ア 市町負担金 

    市町負担金においては，財政調整基金繰入金等により年度ごとの変動を緩和

し，純粋な負担金額を７０億円程度としていましたが，人件費や物価高騰によ

る物件費の上昇及び施設整備事業の財源となる起債償還の一般財源充当額の

増加等により，今後７０億円を超えることも見込まれます。 

今後も各衛生施設及び消防施設の整備・更新等を予定しているほか，公債費

の上昇により高い水準で推移すると見込まれます。 

    なお，市町負担金のうち起債償還に係る普通交付税算入額は，既設分の衛生施設

に係る算入終了等に伴い，令和７年度で一旦減少するものの，令和８年度以降は新

設分の衛生施設及び消防施設整備に係る算入に伴い，増加する見込みとなっていま

す。 

  イ 国・県支出金 

    普通建設事業費に対応する見込額を計上しています。国庫支出金については，各

年度において衛生施設整備に係る循環型社会形成推進交付金，二酸化炭素排出抑制

対策事業費等補助金及び緊急消防援助隊設備整備費補助金，令和７年度及び令和８

年度では農林業系汚染廃棄物焼却に係る農林業系廃棄物処理加速化事業費補助金

を見込んでいます。県支出金については，一部の経常経費充当財源のほか，各年度

において消防施設整備に係る県市町村振興総合補助金を見込んでいます。 

  ウ 財政調整基金繰入金 

    新最終処分場整備事業及び通信指令センター整備事業に繰入金を充てるほ

か，純粋な市町負担金額の大幅な増加とならないよう調整を図りながら，財源

補填を行います。 
  エ 組合債 

    普通建設事業費から種別ごとに充当額を算出し，積算しています。投資的経

費の動向と合わせて推移しています。 
 

（３）歳出 

  ア 職員人件費 

    職員人件費については定員管理計画に基づき，計画年度の退職者数，採用予

定者数を見込んでいます。 

    人事院勧告による賃金上昇を考慮し，緩やかな増加で推移するものと推計し

ています。 

  イ 普通建設事業費 

    新斎場整備事業及び鳴子消防庁舎改修事業については，令和７年度が最終年

度となり，令和９年度から令和１１年度までの新最終処分場整備事業及び令和

１０年度から令和１１年度までの通信指令センター整備事業により，経費総額
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を押し上げている状況となっています。 

    なお，東部クリーンセンターについては令和８年度まで基幹的設備改良整備

事業を実施し，施設の延命化を図ることで経費の削減を図るものです。 

  ウ 公債費 

    施設整備事業の起債償還の増加に合わせて右肩上がりで推移します。 
令和１１年度には，元利償還額８億４千万円，同年度末現在高は１２９億 

７千万円となると推計しています。  

 

 （４）財政調整基金による財源補填 

    普通建設事業費等の財政需要の増加に伴い，多額の繰入れを必要とします。

新最終処分場整備事業及び通信指令センター整備事業への繰入れのほか，市町

負担金の激変緩和として随時繰入れを行う予定としており，令和６年度末残高

額１２億３千万円から徐々に減少すると見込まれます。 
 
 （５）基金の取扱い 

    財政調整基金の保有高については，事業計画や予算総額の推移を見極め，６

億円を基本とします。新斎場整備基金については，令和７年度末までに全額を

新斎場整備事業に繰入れることとします。 

 

★款別歳入計画                          単位：千円 

年  度 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ 

総  額 12,941,769 9,598,117 8,347,997 11,116,054 12,229,323 

 分担金及び負担金 6,952,681 7,162,534 7,112,806 7,116,181 7,517,717 

  市町負担金 6,785,688 6,988,940 6,951,719 6,949,481 7,321,279 

  震災復興特別交付税 47,897 49,069 0 0 0 

  普通交付税算入見込額 117,579 123,028 159,590 165,203 194,941 

  その他負担金 1,517 1,497 1,497 1,497 1,497 

 使用料及び手数料 368,442 359,846 353,939 347,226 347,636 

 国庫支出金 809,138 464,362 77,108 552,616 764,586 

 県支出金 21,441 14,505 14,505 20,905 23,494 

 財産収入 18,157 15,946 12,055 11,793 10,831 

 寄付金 1 1 1 1 1 

 繰入金 853,980 2,286 106,812 395,899 323,825 

 繰越金 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 

 諸収入 470,129 479,837 481,871 481,833 482,633 

 組合債 3,437,800 1,088,800 178,900 2,179,600 2,748,600 
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★款別歳出計画（性質別）                     単位：千円 

年  度 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ 

総  額 12,941,769 9,598,117 8,347,997 11,116,054 12,229,323 

 人件費 3,322,081 3,356,633 3,407,263 3,424,841 3,470,874 

  正職員 3,161,659 3,219,333 3,251,775 3,293,079 3,327,254 

  再任用職員 43,855 35,214 55,646 30,449 40,920 

  会計年度任用職員 111,089 97,033 95,076 96,503 97,948 

  特別職非常勤職員 5,478 5,053 4,766 4,810 4,752 

 物件費 3,340,745 3,483,487 3,501,145 3,453,046 3,518,471 

 維持補修費 350,069 423,673 389,275 373,710 366,220 

 補助費等 57,163 54,781 54,866 54,707 54,813 

 普通建設事業費 5,379,553 1,825,079 419,142 3,141,441 3,960,475 

  補助事業費 1,486,146 762,453 220,600 1,717,200 2,400,600 

 
 単独事業費 3,893,407 1,062,626 198,542 1,424,241 1,559,875 

公債費 476,422 440,118 562,025 654,028 844,189 

  R05同意等債以前分 455,640 383,692 439,887 391,880 289,613 

  R06同意等債以降分 15,469 51,488 117,200 257,210 549,638 

  一時借入金利子分 5,313 4,938 4,938 4,938 4,938 

 積立金 4,236 2,846 2,781 2,781 2,781 

  財政調整基金 3,943 2,846 2,781 2,781 2,781 

  大崎ふるさとづくり基金 0 0 0 0 0 

  新斎場整備基金 293 0 0 0 0 

 予備費 11,500 11,500 11,500 11,500 11,500 
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★款別歳出計画（目的別）                     単位：千円 

年  度 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ 

総   額 12,941,769 9,598,117 8,347,997 11,116,054 12,229,323 

 議会費 19,635 19,642 20,198 20,604 20,929 

 総務費 307,346 305,201 334,490 308,468 310,916 

 民生費 164,384 158,459 165,440 168,779 169,709 

 衛生費 8,725,759 5,574,732 4,112,754 5,934,823 6,829,410 

 消防費 3,076,433 2,926,085 2,977,175 3,849,060 3,884,778 

 教育費 160,290 162,380 164,415 168,792 157,892 

 公債費 476,422 440,118 562,025 654,028 844,189 

 予備費 11,500 11,500 11,500 11,500 11,500 

 

５ 今後の財政運営 

   今後の計画年度においては，衛生施設の更新事業，消防業務の中枢である通信

施設及び車両の整備・更新といったプロジェクトを抱えております。多額の財政

支出を余儀なくされるため，従前にも増して全ての事業全般にわたり，必要性等

を検証するとともに，財政の硬直化に留意しつつ，事務事業の見直し等による経

費削減の合理化は必要不可欠となります。  
   構成市町負担金をはじめとする限られた財源を，緊急性や優先度の高い事業に

重点的かつ効率的に予算を配分し，特定財源の確保や経費削減等により健全な財

政運営に努めながら計画を推進するものとします。 
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第５章 計画の推進 

 

１ 推進 

  本計画に基づく各共同処理事務の個別計画等に詳細を示し，予算措置し事業を実

施します。 

  予算措置等に当たり，組合会のほか構成市町との協議及び調整等が必要な場合に

は，副市町長及び各担当課長による連絡会議を開催し，調整協議を行います。 

 

２ 進行管理及び計画の見直し 

  進行管理については，個別事業での予算措置及び決算時の主要施策の成果等によ

り評価しながら進行管理を行うこととします。 

  計画の見直しは，ＰＤＣＡサイクルに基づいて原則として５年で行うこととしま

すが，大幅な事業変更や共同処理事務に変更が伴う場合等には，その時点で見直し

を行います。見直しに当たっては，組合内部として庁議において行い，構成市町と

の関係については連絡会議及び企画担当課長会議等において作業を行うこととし

ます。 

 

 ■ＰＤＣＡサイクルに基づく計画推進のイメージ 

       

 

 

 

 

 

 

 

  

Aｃｔｉｏｎ 
（見直し，改善） 
評価・点検から出た課題を 
組合内部や構成市町と協

議，見直し 

Pｌａｎ 
（計画策定） 
各共同処理事務の個別計画

等の策定や予算措置 

Dｏ 
（実行） 
市町村圏計画に基づき実施 

Cｈｅｃｋ 
（評価・点検） 
社会情勢及び財政状況を

踏まえ，進捗状況等の確認

や点検を実施 

【推 進 体 制】 
●計画の見直し 
組合内部：庁議 
構成市町：連絡会議，企画担当課長会議 

●予算措置 
組合会，組合議会，副市長及び財政

担当課長合同会議 
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